
令和７年度コミュニティ・スクール進捗状況評価結果

春日市教育委員会

1 評価の目的
(1) 各学校において現状確認の機会とし、取組のアイデアや改善点を見出すこと。

(2) 評価について学校運営協議会で議論を行い、方向性の共通理解を図ること。

2 評価方法
(1) 各小中学校の学校運営協議会委員、教職員を対象に 4段階で評価。
（評価対象期間は、令和７年１０月～令和７年１２月）

(2) 評価の観点は、次に示すとおり。

※令和７年度は「春日市コミュニティ・スクール ３つの要点」に則って評価項目を

見直した。評価大項目と中項目は以下のとおりである。評価小項目は１３項目に限

定した。

(3) 学校関係者評価委員会に合わせて実施することで、提示された学校の自己評価や

保護者、地域、児童生徒アンケート等の客観的なデータに基づいた評価とする。

(4) 評価の実効性・客観性を高めるため、電子申請による評価を実施する。

3 評価結果の算出方法
(1) 各評価小項目及び評価小項目全体の平均値、さらに、その標準偏差を集計する(数

値評価の信頼度を高めるため、各評価項目の数値及び標準偏差は小数第２位で示す)。

・小学校…平均値 3.25 標準偏差 0.13
・中学校…平均値 3.19 標準偏差 0.11
(2) 各評価小項目を「上位群」「中位群」「下位群」の３グループに分ける。

・（平均＋標準偏差）以上のグループを「上位群」の小項目とする。

令和７年度は、小学校 3.38以上、中学校 3.30以上。
・（平均－標準偏差）以下のグループを「下位群」の小項目とする。

令和７年度は、小学校 3.12以下、中学校 3.08以下。
・それ以外のグループを「中位群」の小項目とする。

4 評価結果と考察
評価結果は次ページに示すとおりである。

Ⅰ 子どもの自己肯定感の「根っこ」を育むための体制構築

1 好奇心を刺激し、向上心を高める

2 多様な他者との交流の経験を積ませる

3 安心と受容の感覚をもたらす

Ⅱ 地域の活力向上に向けた環境整備

1 子どもの地域行事等への参加・参画の促進

2 学校・家庭・地域の連携

Ⅲ 学校・家庭・地域による「対話」の活性化

1 学校運営協議会の充実



令和７年度の取組の重点は以下の４点である。
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・令和７年度の平均は 3.25であり、標準偏差は 0.13である。
・中項目Ⅰ－１「好奇心を刺激し、向上心を高める」が 3.29、中項目Ⅰ－３「安心
と受容の感覚をもたらす」が 3.26であり、大項目Ⅰ「子どもの自己肯定感の「根
っこ」を育むための体制構築」は、ほぼ良好であると考える。また、中項目Ⅱ－

１「子どもの地域行事等への参加・参画の促進」が 3.32であり、中項目Ⅱ－２「学
校・家庭・地域の連携」も 3.41と高い数値を示し、大項目Ⅱ「地域の活力向上に
向けた環境整備」は整っていると考える。しかし、中項目Ⅲ－１「学校運営協議

会の充実」が 3.14であり、大項目Ⅲ「学校・家庭・地域による「対話」の活性化」
をより一層進めていくことが必要である。
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・評価小項目同士を比較すると、評価小項目Ⅱ－１－②「子どもが地域行事や地域

での活動に参加・参画したくなるような工夫がされていますか」が 3.38、評価小
項目Ⅱ－２－②「地域コーディネーターは、学校と地域や保護者とのつながりを

促進する取組を行っていますか」が 3.56の上位群である。一方、評価小項目Ⅲ－
１－②「学校・家庭・地域・子どもの負担が過大になっている又は偏っている取

組は、学校運営協議会で役割分担等を見直していますか」が 2.95の下位群に該当
し見直しが必要である。
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・令和７年度の平均は 3.19であり、標準偏差は 0.11である。
・中項目Ⅱ－１「子どもの地域行事等への参加・参画の促進」が 3.26であり、中項
目Ⅱ－２「学校・家庭・地域の連携」も 3.29を示し、大項目Ⅱ「地域の活力向上
に向けた環境整備」は整っていると考える。一方、中項目Ⅰ－１「好奇心を刺激

し、向上心を高める」が 3.18、中項目Ⅰ－２「多様な他者との交流の経験を積ま
せる」が 3.12であり、大項目Ⅰ「子どもの自己肯定感の「根っこ」を育むための
体制構築」をより一層進める必要がある。また、中項目Ⅲ－１「学校運営協議会

の充実」が 3.10であり、大項目Ⅲ「学校・家庭・地域による「対話」の活性化」
もより一層進めていくことが必要である。
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・評価小項目同士を比較すると、評価小項目Ⅱ－１－①「子どもが地域行事や地域

での活動に参加・参画する目的が、あらかじめ関係者で共有されていますか」が

3.30、評価小項目Ⅱ－２－②「地域コーディネーターは、学校と地域や保護者と
のつながりを促進する取組を行っていますか」が 3.42と高く上位群である。一方、
評価小項目「Ⅰ－２－②「三者連携カリキュラムや協働活動の中で、子ども同士

の集団活動や集団遊びの機会が十分に提供されていますか」が 3.03、評価小項目
Ⅲ－１－②「学校・家庭・地域・子どもの負担が過大になっている又は偏ってい

る取組は、学校運営協議会で役割分担等を見直していますか」が 2.96と下位群で
あり、見直しが必要である。

①「春日市コミュニティ・スクール ３つの要点」の周知

②子どもの自己肯定感の「根っこ」を育む活動の充実

③三者連携カリキュラムの充実と学校運営への反映

④子どもと保護者の地域行事への参加・参画を地域の活力につなげる



㸦㸱㸧⪃ᐹ (コミュニティ・スクール進捗状況評価票の見直しに関して)

・今回、コミュニティ・スクール進捗状況評価票を見直してのはじめての実施であ

った。そこで、回答者の評価状況を調べた。「０ 分からない」と回答した割合を

調べると、【別紙資料①】にあるように、評価小項目Ⅲ－１－①～④の４項目で

「０ 分からない」と回答した割合が、①10.8、②18.5、③15.2、④13.1と軒並み
１０％を超え、評価小項目の文言等の修正を行う。

・中学校で下位群であった評価小項目Ⅰ－２－②については、「集団活動や集団遊

び」に限定していたが、発達段階を考慮し、中学校は「グループ活動等」、小学

校は「グループ活動や集団遊び等」の文言に修正する。
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令和８年度も「春日市コミュニティ・スクール ３つの要点」を基盤に、本年度の

CS推進のスローガンを「CSを学校運営のど真ん中に!!」として、コミュニティ・ス
クールを学校経営・運営の中心に位置付け、三者が一体となった協働による取組の充

実を図る。春日市コミュニティ・スクールの活性化、最適化の観点から、次の４点を

令和８年度の取組の重点として推進する。
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学校運営協議会は、学校や地域等の課題を熟議することを基本とする。「熟議した

内容は、学校運営に適切に反映させる」ことが不可欠である。

特に、本年度は「いじめ ZEROプロジェクト」に関する熟議を教育委員会の統一の
熟議題として位置づけ、学校運営協議会委員及び教職員がいじめ防止に関する当事者

意識を強くするとともに、学校、家庭、地域の三者が一体となり、いじめの未然防止、

早期発見、早期対応に努める。熟議内容を組織的・機動的に学校運営に反映させるこ

とを本年度の取組の最重点とする。

「三者連携カリキュラムの充実」に関する熟議や「公立の義務教育諸学校等の教育

職員の給与等に関する特別措置法」の一部改正で位置づけられた「業務管理」と「健

康確保措置」に関する熟議等も積極的に行い学校運営に適切に反映させる。
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三者連携カリキュラムや協働活動等の実施は、子どもの自己肯定感を育むことにつ

ながる絶好の機会である。自己肯定感の「根っこ」は子ども時代に形成されることを

念頭に、子どもの好奇心を刺激し、「楽しい! 面白い! もっとしたい!」と感じられる
ような活動、学校だけでは経験できないような活動を子どもに提供する。また、多様

な他者との交流が活発になるような地域行事やグループ活動等の機会を子どもに提

供する。子どもと接するときには、関わる大人が受容の心をもち、意識して子どもの

よさを認めたり、褒めたりする声掛けや働きかけを積極的に行う。これらのことを意

識して取り組むことで、子どもの自己肯定感の「根っこ」が育まれていく。

また、「学校運営の中核はカリキュラムである」との考えのもと、令和８年度版の

「三者連携カリキュラム」の取組のより一層の充実を図る。いじめの未然防止につな

げるという観点から、地域人材が参加するいじめについての道徳授業や小中学生が一

緒に学ぶいじめ ZERO講座等の実践も新たに「三者連携カリキュラム」に位置付ける。
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春日市のコミュニティ・スクールの今後の方向性を示す「春日市コミュニティ・ス

クール ３つの要点」に関しては本年度も周知継続を図る。令和８年度版「エデュケー

ションかすが」や中学校ブロックごとに発行している「わたしたちの９年間 地域との



関わり」のリーフレットに掲載し広く市民に周知する。また、第１回学校運営協議会

をはじめ、教育委員会が主催するトップセミナー及び学校運営協議会委員等研修会、

地域で子どもを育てる交流会等、機会あるごとに CS推進の関係者等に本年度も周知
していく。
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各校区では、秋祭りや餅つき大会、ラジオ体操や子ども食堂など、学校だけでは経

験できない取組や世代間をまたいだ多様な他者と協働する取組が数多く展開されて

いる。また、クリーン作戦や資源回収などの貢献活動、部伍会活動や自治会、市議会

との討論会などまちづくりにつながる取組も行われている。これらの取組は、地域の

活力向上につながるものである。そのためには、子どもや保護者の参加・参画が不可

欠である。しかし、子どもの安全安心につながる見守り活動等の参加・協力者が減少

傾向にあるのも事実である。本年度も「一人の１００回よりも、１００人の１回」と

いうスタンスで地域学校協働活動への参加人数を増やす目的から、参加人数の目標値

を設定して取組の充実につなげていく。







小学校平均３．２５
中学校平均３．１９

標準偏差（σ）
小　＋０．１３
中　＋０．１１

標準偏差（σ）
小　－０．１３
中　－０．１１

中位群（白）

上位群（緑）下位群（ピンク）

　令和７年度　平均値と標準偏差

小学校　３．３８以上
中学校　３．３０以上

小学校　３．１２以下
中学校　３．０８以下


